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2）相互作用の文脈において役割期待（ ro le -expec ta t ion）は，行為者が相互に自・
他によって取ることのできる，あるいは取るべき行為内容についての予測や期待
を意味する．ゆえに「自我にとってサンクションであるものは，他者にとって役割























祀において，あるいは A 家 B 家結婚式場といった儀礼的な場面で，一種の文化的
伝統として保持されているにすぎないと考えられている．  
4）安田（ 1971）では「兄弟順位」と表現されている．  




























































































持する結果が得られている（三輪・石田 2008; Ishida 2001など 3)）． 
 



























































































































































表 1.1 家に関する意識の年齢層別支持率 
年齢層別 家の存続 家の中心者 集中相続 
20歳 56 13 18 
30歳 69 16 27 
40歳 81 26 34 
50歳 85 32 40 





















年）から平成 24 年（2012 年）までの世帯数と平均世帯人員の変化を示したの
が，図 1.1 である．昭和 28 年には一世帯あたりの人員数は約 5 人であったが，





図 1.1 世帯数と平均世帯人員の変化 
出典：国民生活基礎調査（2012）をもとに作成 
 































































































































































単独世帯 核家族世帯 三世代世帯 その他
8.5 9.3 11.2 12.6 12.6 12.7 13.2 13.0
14.1 13.8 14.2 13.8 14.7 15.5 15.7 15.7 15.3 16.0 16.9 16.8 16.1
19.6 23.0
25.7
29.4 30.6 31.6 32.3 33.7
33.1 33.8 35.1 34.3 36.0 36.1
36.5 36.7 36.7 36.9 37.2 37.2 37.5
69.0 64.6
59.7 54.3 53.1
52.2 50.3 49.3 49.1 48.4 47.1 47.8 45.5
45.0 43.9 43.6 44.1 43.2 42.2 42.2 42.3


















































一人暮らし 夫婦のみ 子どもと同居 その他
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出生率は 1.4 前後で安定しているが，人口置換水準が 2 を上回っていることを
考えれば常に少子状態であることに変わりはないのが現状である． 
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示すものである（岡本  1993）．  



















ル 2），個人的属性を第一水準（レベル 1）とした 2レベルのマルチレベルモデ
ルを用いる．マルチレベルモデルとは，データが階層的な構造になっている場


































レベル 1   y𝑖𝑖𝑖𝑖 =  𝛽𝛽0𝑖𝑖 + 𝑟𝑟𝑖𝑖𝑖𝑖 
レベル 2   
𝛽𝛽0𝑖𝑖 = 𝛾𝛾00 + 𝑢𝑢0𝑖𝑖  








レベル 1 y𝑖𝑖𝑖𝑖 =  𝛽𝛽0𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1𝑖𝑖�sex𝑖𝑖𝑖𝑖� + 𝑟𝑟𝑖𝑖𝑖𝑖 
レベル 2 
𝛽𝛽0𝑖𝑖 = 𝛾𝛾00 + 𝛾𝛾01(feduy) + 𝑢𝑢0𝑖𝑖 













 P[y(1) = 1|β] = P(1)  P[y(2) = 1|β] = P(2)  P[y(3) = 1|β] = 1 − P(1) − P(2)  
四年制大学／それ以外 log [P(1)
P(3)] = 𝛽𝛽0𝑖𝑖(1)  
短期大学・高等専門学校／それ以外 log [P(2)
P(3)] = 𝛽𝛽0𝑖𝑖(2) 
となる．そして，レベル 2のモデルは， 
 
𝛽𝛽0𝑖𝑖(1) = 𝛾𝛾00(1) + 𝑢𝑢0𝑖𝑖(1) 







P(3)� = 𝛽𝛽0𝑖𝑖(1) + 𝛽𝛽1𝑖𝑖�sex𝑖𝑖𝑖𝑖�  
log �P(2)




























𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑒𝑒𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝜆𝜆 + 𝜆𝜆𝑖𝑖𝑂𝑂 + 𝜆𝜆𝑖𝑖𝐷𝐷 + 𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑂𝑂𝐷𝐷 
 
で示される．左辺は，移動表における期待セル度数の対数をとったものであり，






















生したか」を同時に考慮して分析できる点である（Allison 1984; Yamaguchi 1991）． 













ℎ(𝑡𝑡𝑖𝑖) = 𝑃𝑃(𝑇𝑇 = 𝑡𝑡𝑖𝑖|𝑇𝑇 ≥ 𝑡𝑡𝑖𝑖) 
 
このモデルを基本とし，ハザード確率の対数オッズを従属変数としたモデル
が「離散時間ロジットモデル（discrete time logit モデル）」である．離散時間ロ
ジットモデルは， 
 
ℎ(𝑡𝑡𝑖𝑖)1 − ℎ(𝑡𝑡𝑖𝑖) = ℎ0(𝑡𝑡𝑖𝑖)1 − ℎ0(𝑡𝑡𝑖𝑖) exp (𝑏𝑏1𝑥𝑥1 + 𝑏𝑏2𝑥𝑥2 + ⋯+ 𝑏𝑏𝑘𝑘𝑥𝑥𝑘𝑘) 
 
もしくは，上式の両辺の対数をとって， 












規模の家族調査である 2)．これまでに 1998年度の第 1回全国家族調査（National 
Family Research of Japan 1998、NFRJ98），2001年度の特別調査である「戦後日
本の家族の歩み」（NFJR-S01），2003年度の第 2回全国家族調査（NFRJ03），そ






NFRJの対象者は第 1回，第 2回，第 3回ともに 28歳以上の日本国民である
3)．標本抽出は層化 2 段無作為抽出法により行われ，いずれの調査も訪問留置
法によって実施された．以下の表 2.1 は，各調査の標本規模と回収率の一覧で




表 2.1 NFRJの標本規模と回収率 
調査名 実施年 計画標本規模 有効回収数 回収率 
NFRJ98 1999 10500 6985 66.5 
NFRJ03 2004 10000 6302 63.0 






































































1 2 3 4 5人以上
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表 2.3 出生順位の分布（NFRJ） 
 
  































日本国民が母集団となっている 6)．抽出法は層化 2 段確率比例抽出であり，個
別訪問面接法のみの場合と，個別訪問面接法と留置法の両方を用いている場合
とがある． 
 本研究ではこれまでの SSM 調査のうち 1995 年調査と 2005 年調査のデータ
を使用するが，それらの計画標本規模と回収率は表 2.4に示すとおりである． 
 
表 2.4 1995年および 2005年 SSM調査の標本規模と回収率 
回数 実施年 票区分 計画標本規模 有効回収数 回収率 
第 5回 1995 A票 4032 2653 65.8 
  B票 4032 2704 67.1 
第 6回 2005  14140 5742 44.1 
 
 本研究では 30歳から 64歳の男性の現職情報と父親のおもな職業についての
情報を用いて世代間移動の分析を行うが，その対象者のきょうだい数の分布お
よび出生コーホート別にみた分布は，表 2.5と図 2.4に示すとおりである． 
 

























































































































れらの計画標本規模と回収率については表 2.7に示した 7)．  
 
表 2.7 JGSSの標本規模と回収率 
回数 実施年 計画標本規模 有効回収数 回収率 
第 1回 2000 4500 2893 64.9 
第 2回 2001 4500 2790 63.1 
第 3回 2002 5000 2953 62.3 
第 6回 2006 8000 4254 59.8 
 
 JGSS データについても NFRJ データや SSM データと同様に，きょうだい構
成に関する基礎的な情報をここでまとめておく．表 2.8 と図 2.6 で，きょうだ
い数の分布をみていこう． 
 






















































































































3）第 1回と第 2回は 77歳まで，第 3回は 72歳までとなっている. 
4）98 年調査と 08 年調査では上から 5 人目までの性別がわかるが，03 年調査では上から 3
人目までしか性別がわからない． 
5）SSM 調査の結果をまとめた書籍には，以下のようなものがある．『日本社会の階層的構
造』（1958 年，日本社会学会調査委員会編）, 『社会移動の研究』（1971 年，安田三郎）,『日
本の階層構造』（1979年，富永健一編）, 『現代日本の階層構造』（全 4巻）（1990年，直井優
ほか）, 『日本の階層システム』（全 6巻）（2000年，盛山和夫ほか）, 『現代の階層社会』（全
3巻）（2011年，佐藤嘉倫ほか）． 
6）2015年に実施された「第 7回（2015年）社会階層と社会移動全国調査」においては，調

















































































































た子どもの方が学歴が高くなることが確認されている（Yu and Su 2006; 平沢  







































































































































































以外が 0 となる変数である．18 歳時コーホートについては，1953 年から 1973












表 3.2 記述統計量 
 
 









































































































次三男 長男 次三男 長男
農家以外 農家













































































































































Coef.(S.E.) Exp(B) Coef.(S.E.) Exp(B) Coef.(S.E.) Exp(B)
LEVEL2
切片 -6.298 0.002 *** -4.344 0.013 *** -4.013 0.018 ***
(0.203) (0.229) (0.208)
両親教育年数 0.465 1.592 *** 0.311 1.365 *** 0.211 1.235 ***
(0.016) (0.018) (0.016)
きょうだい数（ref:2人きょうだい)
ひとりっ子 0.196 1.216 * 0.056 1.058 -0.111 0.895
(0.095) (0.117) (0.120)
3人きょうだい -0.352 0.704 *** -0.208 0.812 ** -0.160 0.852 *
(0.070) (0.077) (0.073)
4人以上 -0.977 0.376 *** -0.944 0.389 *** -0.603 0.547 ***
(0.128) (0.147) (0.135)
LEVEL1
長男 0.118 1.125 † 0.076 1.079 0.020 1.021
(0.061) (0.139) (0.084)
男性ダミー 0.960 2.612 *** -1.752 0.173 *** -0.117 0.889
(0.069) (0.126) (0.085)
18歳時コーホート(ref: 1973年以前)
1974-83年 0.112 1.119 0.419 1.520 ** 0.442 1.555 ***
(0.088) (0.115) (0.121)
1984年以降 -0.206 0.814 * 0.261 1.299 * 0.759 2.136 ***
(0.090) (0.117) (0.117)
切片分散 1.633 1.371 1.088
χ2値 7760.788 *** 6268.793 5608.541
四年制大学／高校 短大・高専／高校 専門学校／高校













Coef.(S.E.) Exp(B) Coef.(S.E.) Exp(B) Coef.(S.E.) Exp(B)
LEVEL2
切片 -6.223 0.002 *** -6.139 0.002 *** -6.440 0.002 ***
(0.204) (0.207) (0.212)
両親教育年数 0.461 1.585 *** 0.461 1.585 *** 0.466 1.593 ***
(0.016) (0.016) (0.016)
父親農業 -0.509 0.601 ** -0.481 0.618 ** 0.211
(0.176) (0.176) (0.016)
東日本 -0.145 0.865 * 0.211
(0.062) (0.016)
きょうだい数（ref:2人きょうだい)
ひとりっ子 0.194 1.214 * 0.196 1.216 * 0.198 1.219 *
(0.095) (0.095) (0.095)
3人きょうだい -0.340 0.712 *** -0.342 0.711 *** -0.355 0.701 *
(0.070) (0.070) (0.070)
4人以上 -0.963 0.382 *** -0.973 0.378 *** -0.969 0.379 ***
(0.128) (0.128) (0.128)
LEVEL1
長男 0.111 1.117 † 0.096 1.101 0.394 1.482 **
(0.062) (0.077) (0.135)






長男×1984年以降 -0.444 0.642 **
(0.138)
男性ダミー 0.960 2.613 *** 0.961 2.614 *** 0.954 2.597 **
(0.069) (0.070) (0.070)
18歳時コーホート(ref: 1973年以前)
1974-83年 0.111 1.117 * 0.111 1.117 * 0.147 1.158
(0.088) (0.088) (0.119)
1984年以降 -0.213 0.808 * -0.210 0.810 * 0.003 1.003
(0.091) (0.091) (0.117)
切片分散 1.630 1.628 1.643
χ2値 7732.977 *** 7724.215 *** 7771.317 ***
Model1 Model3











































Coef.(S.E.) Exp(B) Coef.(S.E.) Exp(B)
LEVEL2
切片 -6.721 0.001 *** -6.720 0.001 ***
(0.245) (0.244)
両親教育年数 0.490 1.632 *** 0.490 1.632 ***
(0.019) (0.019)
きょうだい数（ref:2人きょうだい)
ひとりっ子 0.196 1.216 * 0.194 1.213 *
(0.095) (0.095)
3人きょうだい -0.353 0.702 *** -0.353 0.703 ***
(0.070) (0.070)
4人以上 -0.968 0.380 *** -0.968 0.380 ***
(0.128) (0.128)
LEVEL1
長男 0.975 2.651 *** 0.880 2.410
(0.263) (0.685)
長男×両親教育年数 -0.054 0.947 ** -0.045 0.956
(0.020) (0.061)








男性ダミー 0.970 2.638 *** 0.970 2.638 ***
(0.071) (0.071)
18歳時コーホート(ref: 1973年以前)
1974-83年 0.132 1.141 0.132 1.142
(0.121) (0.121)
1984年以降 -0.035 0.965 -0.035 0.965
(0.120) (0.120)
切片分散 1.633 1.636
χ2値 7771.317 *** 7772.306 ***
長男の効果の趨勢
Model4 Model5











































































































































































4.2  知見の整理と検討課題 
 

















































































実現できた 2005年と 1995年の調査データを統合したデータセットを作成した．  
 
4.3.2  変数 




（Erikson and Goldthorpe 1992; Goldthorpe 1987）．表 4.2に示したのは国際比較
研究においてよく使用されている改訂版 7分類であり，このうちの自営農業層
と農業層を合併して作成した EGP6分類を分析に用いることとした．  
 












事務職・販売職・サービス的職業 2 2 中間 
Ⅳab 自営 小規模所有者・自営職人・店主 2 2 中間 








3 3 労働者 








（三輪 2006；Ishida et al. 1995）．加えて，EGP6分類よりさらに自営業と農業を



















1コーホートは 1955年から 1975年コーホート（1925年から 1945年生まれ），
第 2コーホートは 1976年から 1985年コーホート（1946年から 1955年生まれ），
そして第 3 コーホートが 1986 年以降コーホート（1956 年から 1975 年生まれ）
である． 
 









4.4  分析結果 
 









表 4.3 出生順位別・現職階層構成（％表示．括弧内は度数） 
  農民層 旧中間層 新中間層 労働者層 その他 計 
一人っ子 4.30 12.91 40.73 25.83 16.23 100(302) 
長子 6.07 13.05 39.89 27.39 13.60 100(2548) 
中間子 5.12 15.00 27.10 33.36 19.42 100(1133) 
末子 2.82 11.98 38.15 34.19 12.86 100(1135) 
計 5.04 13.23 36.72 30.12 14.89 100(5118) 
 














































同様の集計を行った．その結果が，図 4.2と図 4.3である． 
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1925-35 1936-45 1946-55 1956-65 1966-
(%)
独子 長子 中間子 末子
89 
 




















表 4.4 は，職業階層を上層・中層・下層の 3 つにまとめて作成した世代間職
業移動表である．なお，上層は専門・管理職，中層は自営業・事務・販売職，
下層は農業・労務職である．出生順位別に職業階層の一致率を算出してみると，
























上 15 10 9 34 
中 21 36 20 77 
下 17 41 44 102 
計 53 87 73 213 
長
男 
上 138 124 43 305 
中 159 382 211 752 
下 145 299 522 966 




上 36 49 21 106 
中 41 109 113 263 
下 55 153 274 482 
計 132 311 408 851 
末
子 
上 47 53 23 123 
中 65 153 91 309 
下 55 141 247 443 
計 167 347 361 875 
 
 
表 4.5 職業階層の世代間一致率の推移（%） 
 一人っ子 長男 中間子 末子 
1955-75 42.50 58.74 49.53 48.00 
1976-85 48.00 50.37 49.24 51.40 


































乗検定の結果（表中の 1 vs 2や 3 vs 1など）より，1と 2の間，1と 3の間では























df -2LL p値 BIC AIC
1955-1975年 1 順位による違いなし 89 7152.80 0.000 -446.68 -25.41
N=839 2 父職‐子職の関連の強さに相異 87 7133.29 0.001 -452.72 -40.92
3 関連の強さもパターンも相異 77 7123.90 0.001 -394.77 -30.31
1 vs 2 2 19.51 0.000
3 vs 1 12 28.89 0.004
3 vs 2 10 9.38 0.496
1976-1985年 1 順位による違いなし 89 9482.13 0.000 -432.21 15.47
N=1129 2 父職‐子職の関連の強さに相異 87 9440.95 0.000 -459.33 -21.70
3 関連の強さもパターンも相異 77 9429.58 0.000 -400.40 -13.08
1 vs 2 2 41.18 0.000
1 vs 3 12 52.55 0.000
2 vs 3 10 11.37 0.329
1986年以降 1 順位による違いなし 89 9824.01 0.000 -474.25 -20.20
N=1213 2 父職‐子職の関連の強さに相異 87 9821.61 0.000 -431.23 -18.60
3 関連の強さもパターンも相異 77 9810.07 0.000 -402.97 -10.14
1 vs 2 2 2.40 0.302
1 vs 3 12 13.94 0.305










図 4.4 出生順位の効果パラメータの比較 
 
 


















(55-75)長男 4.54 1.28 6.31 10.93 2.53 1.34
(76-85)長男 4.26 3.62 6.58 20.45 1.40 1.29
(55-75)中間子 2.66 1.17 3.28 4.68 1.82 1.21
(76-85)中間子 1.91 1.78 2.32 3.86 1.16 1.12
(55-75)末子 2.29 1.15 2.75 3.71 1.66 1.18





























df -2LL p値 BIC AIC
1955-1975年 1 順位による違いなし 59 3915.32 0.049 -288.21 -39.96
N=496 2 父職‐子職の関連の強さに相異 57 3913.34 0.047 -277.78 -37.94
3 関連の強さもパターンも相異 49 3905.77 0.034 -235.70 -29.51
1 vs 2 2 1.98 0.371
1 vs 3 10 9.56 0.480
2 vs 3 8 7.58 0.476
1976-1985年 1 順位による違いなし 59 5178.91 0.000 -278.83 -12.69
N=672 2 父職‐子職の関連の強さに相異 57 5171.61 0.001 -273.10 -15.99
3 関連の強さもパターンも相異 49 5153.88 0.003 -238.74 -17.72
1 vs 2 2 7.30 0.026
1 vs 3 10 25.02 0.005
2 vs 3 8 17.73 0.023
1986年以降 1 順位による違いなし 59 5272.94 0.001 -286.22 -17.82
N=698 2 父職‐子職の関連の強さに相異 57 5272.46 0.000 -273.61 -14.30
3 関連の強さもパターンも相異 49 5265.91 0.000 -227.76 -4.85
1 vs 2 2 0.48 0.786
1 vs 3 10 7.03 0.723










図 4.6 【東日本】1976年‐1985年コーホートにおけるオッズ比 
 























































df -2LL p値 BIC AIC
1955-1975年 1 順位による違いなし 59 2654.09 0.020 -260.35 -34.63
N=338 2 父職‐子職の関連の強さに相異 57 2644.10 0.071 -258.69 -40.62
3 関連の強さもパターンも相異 49 2632.89 0.098 -223.29 -35.83
1 vs 2 2 9.99 0.007
1 vs 3 10 21.20 0.020
2 vs 3 8 11.21 0.190
1976-1985年 1 順位による違いなし 59 3449.85 0.000 -257.93 -15.95
N=446 2 父職‐子職の関連の強さに相異 57 3429.61 0.017 -265.97 -32.18
3 関連の強さもパターンも相異 49 3420.49 0.016 -226.27 -25.30
1 vs 2 2 20.24 0.000
1 vs 3 10 29.35 0.001
2 vs 3 8 9.12 0.333
1986年以降 1 順位による違いなし 59 3799.57 0.187 -298.35 -49.55
N=500 2 父職‐子職の関連の強さに相異 57 3798.74 0.159 -286.75 -46.38
3 関連の強さもパターンも相異 49 3794.35 0.083 -241.40 -34.77
1 vs 2 2 0.83 0.660
1 vs 3 10 5.22 0.876




図 4.7 【西日本】年代別・職業階層にみたオッズ比 
 
























(55-75)長男 5.54 0.83 1.71 3.24 2.16
(76-85)長男 5.20 4.07 4.93 1.50 1.09
(55-75)中間子 3.06 0.88 1.42 2.15 1.65
(76-85)中間子 2.12 1.90 2.07 1.20 1.04
(55-75)末子 1.14 0.99 1.04 1.09 1.06












 続いて高度経済成長期以降，すなわち産業転換期にあたる 70 年代後半から














































































































































































































































































































































































































































































表 5.3 記述統計量（JGSS データ） 
 
 
Mean S.D. Mean S.D.
きょうだい構成
きょうだい数
一人っ子 0.06 0.23 0.05 0.23
2人きょうだい 0.27 0.44 0.23 0.42
3人きょうだい 0.25 0.43 0.24 0.43
4人以上きょうだい 0.42 0.49 0.47 0.50
出生順位 2.46 1.65 2.54 1.70
長男・長女ダミー 0.55 0.50 0.14 0.34
その他属性
年齢 51.84 16.47 53.62 16.55
父親職業
経営・管理職 0.11 0.31 0.08 0.27
一般従業者 0.30 0.46 0.31 0.46
非農自営業 0.21 0.40 0.20 0.40
農林漁業職 0.25 0.43 0.26 0.44
臨時・無職・不明 0.12 0.33 0.14 0.34
父親不在・無回答 0.01 0.11 0.01 0.11
両親学歴
親高等教育 0.13 0.34 0.12 0.33
それ以外 0.71 0.45 0.69 0.46
親学歴不明 0.16 0.36 0.18 0.39
15歳時居住地
大都市 0.15 0.36 0.13 0.34
中小都市 0.25 0.43 0.26 0.44
その他市町村 0.60 0.49 0.61 0.49
30歳時コーホート
1975年以前 0.43 0.49 0.47 0.50
1976～1985年 0.21 0.41 0.20 0.40
1986年以降 0.36 0.48 0.33 0.47
本人学歴
高等学校まで 0.67 0.47 0.80 0.40
短大・高専・専門 0.03 0.16 0.05 0.22
四年制大学以上 0.30 0.46 0.15 0.36
本人初職
専門・技術職 0.10 0.30 0.09 0.29
大企業・団体(大) 0.27 0.45 0.22 0.41
中小企業・団体 0.38 0.49 0.34 0.47
自営業 0.11 0.31 0.07 0.26
臨時雇い・無職 0.07 0.26 0.17 0.37
初職不明・無回答 0.06 0.23 0.12 0.32






















































夫 一人っ子 弟なし長女 弟あり長女 次三女 計
一人っ子 0.4 0.5 1.4 2.1 4.5
弟なし長男 0.8 2.7 8.7 8.6 20.9
弟あり長男 1.1 2.1 8.8 10.2 22.2
次三男 2.9 3.6 14.7 31.2 52.4
計 5.2 8.9 33.7 52.2 100.0(3560)
妻













一人っ子 弟なし長男 弟あり長男 次三男

















一人っ子 弟なし長男 弟あり長男 次三男






































































































































従属変数：初婚経験 Coef.(S.E.) Exp(β) Coef.(S.E.) Exp(β)
年齢 1.958 7.086 *** 1.801 6.057 ***
(0.053) (0.051)
年齢の2乗 -0.032 0.968 *** -0.033 0.968 ***
(0.001) (0.001)
父親職業(Ref: 一般従業者)
経営・管理職 0.120 1.128 † 0.037 1.038   
(0.069) (0.072)
非農自営業 0.073 1.075 0.004 1.004   
(0.054) (0.049)
農林漁業職 0.132 1.142 * 0.279 1.322 ***
(0.053) (0.049)
臨時・無職・不明 0.102 1.107 0.029 1.029   
(0.062) (0.056)
父親不在・無回答 0.461 1.586 ** 0.049 1.050   
(0.158) (0.170)
両親学歴（Ref: それ以外）
親高等教育 -0.006 0.994 -0.076 0.927   
(0.063) (0.061)
親学歴不明 -0.075 0.928 -0.031 0.969   
(0.050) (0.044)
15歳時居住地（Ref: その他市町村）
大都市 -0.283 0.754 *** -0.174 0.840 **
(0.054) (0.053)
中小都市 -0.135 0.874 ** -0.061 0.940   
(0.045) (0.042)
30歳時コーホート（Ref: 1975年以前）
1976～1985年 -0.274 0.760 *** 0.014 1.014   
(0.046) (0.045)
1986年以降 -0.683 0.505 *** -0.533 0.587 ***
(0.046) (0.044)
本人学歴（Ref: 高等学校まで）
短大・高専・専門 -0.063 0.939 -0.247 0.781 **
(0.120) (0.082)
四年制大学以上 -0.158 0.854 ** -0.450 0.638 ***
(0.048) (0.059)
本人初職（Ref: 中小企業・団体）
専門・技術職 -0.032 0.968 0.056 1.058   
(0.066) (0.067)
大企業・団体(大) 0.100 1.105 * -0.009 0.991   
(0.045) (0.046)
自営業 0.255 1.291 *** 0.085 1.089   
(0.062) (0.070)
臨時雇い・無職 -0.277 0.758 ** 0.122 1.129 *
(0.089) (0.053)
初職不明・無回答 -0.042 0.959 0.319 1.376 ***
(0.080) (0.057)


































































一人っ子 0.165 1.180 † 0.155 1.17 † 0.390 1.478 ** 0.390 1.478 **
(0.085) (0.088) (0.133) (0.133)
3人きょうだい 0.046 1.047 0.046 1.05   0.047 1.048 0.047 1.048   
(0.054) (0.054) (0.054) (0.054)
4人以上きょうだい 0.049 1.050 0.056 1.06   0.072 1.075 0.072 1.075   
(0.059) (0.055) (0.056) (0.056)
出生順位 0.006 1.006   
(0.013)   
長男ダミー -0.015 0.99   0.007 1.007 0.008 1.008   
(0.044) (0.063) (0.063)
一人っ子×1976～1985年 -0.329 0.720   -0.264 0.768   
(0.215) (0.231)
一人っ子×1986年以降 -0.407 0.666 * -0.428 0.652 *
(0.182) (0.184)
長男×1976～1985年 -0.001 0.999   0.011 1.011   
(0.107)   (0.113)

















































表 5.7 離散時間ロジットモデルによる推定結果（女性） 
 
きょうだい数(Ref: 2人きょうだい)
一人っ子 -0.181 0.834 * -0.155 0.856 † 0.064 1.066   0.064 1.067
(0.085) (0.087) (0.119) (0.119)
3人きょうだい 0.114 1.120 * 0.112 1.118 * 0.1136 1.120 * 0.114 1.121 *
(0.052) (0.053) (0.053) (0.053)
4人以上きょうだい 0.149 1.161 ** 0.116 1.122 * 0.1479 1.159 ** 0.148 1.160 **
(0.057) (0.055) (0.056) (0.056)
出生順位 -0.023 0.977 †
(0.012)
長女ダミー 0.051 1.053   0.265 1.303 * 0.265 1.303 *
(0.067) (0.118) (0.118)
一人っ子×1976～1985年 -0.232 0.793   -0.273 0.761   
(0.225) (0.230)
一人っ子×1986年以降 -0.476 0.621 ** -0.493 0.611 **
(0.176) (0.178)
長女×1976～1985年 -0.127 0.881   -0.125 0.882   
(0.171) (0.181)






父農業×長女×1976～1985年 -0.007 0.993   
















































3人きょうだい 0.100 1.105 †
(0.053)
4人以上きょうだい 0.158 1.171 **
(0.059)




出生順位×1976～1985年 -0.047 0.954 †
(0.026)
出生順位×1986年以降 0.064 1.066 †
(0.036)
きょうだい数×1976～1985年 -0.044 0.957 †
(0.026)
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